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検索→

４
月
の
「
青
空
」
で
三
つ

の
危
機
に
つ
い
て
記
載
し

ま
し
た
が
原
発
に
つ
い
て

も
う
少
し
話
し
た
い
と
思

い
ま
す
▼
ド
イ
ツ
は
４
月
15
日
に
稼

働
し
て
い
た
最
後
の
３
基
の
原
発
を

送
電
線
か
ら
切
り
離
し
「
脱
原
発
」

が
実
現
し
ま
し
た
。
２
０
１
１
年
３

月
11
日
の
福
島
原
発
事
故
の
直
前
に

は
17
基
あ
り
ま
し
た
が
福
島
事
故
の

４
日
後
に
当
時
の
メ
ル
ケ
ル
政
権
は

１
９
８
０
年
以
前
か
ら
運
用
し
て
い

た
７
基
を
直
ち
に
停
止
さ
せ
ま
し
た

▼
こ
の
７
基
と
ト
ラ
ブ
ル
停
止
し
て

い
た
１
基
は
廃
炉
と
な
り
残
り
の
９

基
も
２
０
２
２
年
末
ま
で
に
順
次
止

め
る
こ
と
を
決
定
し
ま
し
た
。
何
故

こ
の
よ
う
な
対
応
が
で
き
た
の
か
。

要
因
と
し
て
、
長
年
に
わ
た
り
原
発

議
論
が
さ
れ
福
島
原
発
事
故
以
前
か

ら
電
力
業
界
と
の
間
で
脱
原
子
力
に

つ
い
て
合
意
が
さ
れ
て
い
た
事
、
そ

し
て
環
境
を
重
視
す
る
政
党
が
政
界

で
大
き
な
影
響
力
を
持
っ
て
い
る
こ

と
な
ど
が
あ
り
ま
す
▼
メ
ル
ケ
ル
首

相
は
、
原
子
力
擁
護
派
で
し
た
が
、

外
部
電
力
が
失
わ
れ
冷
却
機
能
が
失

わ
れ
れ
ば
、
同
様
の
事
故
は
欧
州
で

も
起
き
う
る
と
考
え
る
よ
う
に
な
っ

た
と
言
わ
れ
ま
す
▼
ド
イ
ツ
で
は
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
中
心
社
会
に

移
行
す
る
た
め
20
年
後
に
35
％
、
50

年
後
に
80
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を

決
め
ま
し
た
。
ド
イ
ツ
は
、
日
本
と

違
い
他
国
か
ら
電
力
を
輸
入
で
き
る

利
点
が
あ
り
ま
す
が
、
長
年
に
わ
た

り
議
論
を
重
ね
リ
ス
ク
を
重
視
し
た

取
り
組
み
が
実
り
ま
し
た
▼
日
本
政

府
は
、
福
島
原
発
事
故
を
忘
れ
た
か

の
よ
う
に
国
民
不
在
の
稼
働
期
間
延

長
を
決
め
る
な
ど
反
省
が
あ
り
ま
せ

ん
。
原
発
廃
止
の
声
を
大
き
く
し
よ

う
‼

花言葉：触れないで

ア
ザ
ミ

「会」は沖電気とその関連などで働く人々が

「安心して人間らしく働ける職場」を願って

創られました。正規・非正規を問わず誰でも

入会できます。略称はＯＡＫ。

《設立１９８６年》

労働相談は無料です。ホームページの「相

談窓口」で常時受け付けています。「沖電気

の職場を明るくする会」で検索してください。

や
ま
な
い
リ
ス
ト
ラ

電
機
産
業
の
中
で
、
公
表
さ

れ
た
中
で
も
１
８
５
企
業
・
２

１
６
万
労
働
者
の
う
ち
、
人
員

削
減
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
の

は
、
３
２
万
８
千
人(

２
３
年

４
月
７
日
現
在
・
電
機
労
働
者

懇
談
会
調
査)

と
な
っ
て
い
ま

す
。

雇
用
の
安
定
を

年
功
序
列
・
終
身
雇
用
は
す

で
に
崩
壊
し
、
製
造
現
場
の
多

く
の
と
こ
ろ
は
、
正
社
員
か
ら

非
正
規
社
員
に
置
き
換
え
ら
れ
、

雇
用
不
安
の
低
賃
金
の
中
で
働

か
さ
れ
て
い
ま
す
。

生
活
で
き
る
賃
金
を

賃
金
は
成
果
主
義
が
徹
底
さ

れ
、
賃
金
が
上
が
ら
な
い
の
も

自
己
責
任
に
さ
れ
、
不
安
や
要

求
を
言
い
出
せ
な
い
よ
う
な
状

況
に
押
し
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
根
絶
を

職
場
は
パ
ワ
ハ
ラ
や
セ
ク
ハ

ラ
な
ど
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
多

発
し
、
精
神
的
に
病
ん
で
休
業

に
追
い
込
ま
れ
、
退
職
せ
ざ
る

を
得
な
い
状
況
が
後
を
絶
ち
ま

せ
ん
。

企
業
の
責
任
が
、
今
こ
そ
求

め
ら
れ
て
い
ま
す

８
時
間
働
け
ば
人
間
と
し
て

当
た
り
前
の
生
活
が
で
き
、
安

心
し
て
生
き
ら
れ
る
社
会
が
今

こ
そ
求
め
ら
れ
て
い
る
と
き
は

あ
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
に
企
業
の
社
会
的

責
任
を
果
た
す
べ
き
時
で
す
。

NEC

子会社

NEC子会社(現シャープ子会社）から解

雇無効判決を勝ち取った伊草貴大さん（3
たかひろ

1）が、神奈川県小田原市の事業所へ職場

復帰を果たしました。

伊草さんは上司からセクハラを受けた

ショックで適応障害となりました。その

上就業中に全身を拘束して職場から締め

出され、そのまま休職扱いとして、休職

期間満了を口実に2018年10月解雇になり

ました。その後、電機・情報ユニオンに

加入して運動を続けてきました。



契約高① 和解金② ②/①

萩市 750,750,000 13,750,000 1.83%

神戸市 1,250,000,000 134,095,642 10.73%

赤穂市 279,720,000 30,821,249 11.02%

瀬戸内市 406,350,000 16,293,900 4.01%

伊万里市 472,500,000 47,170,746 9.98%

松戸市 198,450,000 20,736,666 10.45%

八千代市 57,750,000 7,042,336 12.19%

我孫子市 68,250,000 8,195,785 12.01%

鎌ヶ谷市 39,228,000 4,775,875 12.17%

柏市 208,950,000 25,980,036 12.43%

匝瑳市 57,750,000 7,225,873 12.51%

岐阜市 27,342,000 3,123,515 11.42%

下呂市 343,350,000 11,370,000 3.31%

山県市 1,641,115,000 1,820,000 0.11%

飛騨市 373,800,000 21,360,000 5.71%

中濃消防 467,775,000 4,820,000 1.03%

いび消防 489,300,000 34,380,000 7.03%

蓮田市 229,950,000 15,000,000 6.52%

安中・高崎 523,425,000 20,000,000 3.82%

合計 7,885,755,000 427,961,623 5.43%

「公共」の民営化　経済的な特徴

自治体運営  ⇒ 民営化後

人的経費 　利益

人的経費

物的経費 物的経費

ＰＦI（プライベート・ファイナンス・

イニシアティブ）法  公共施設運営

の民営化を行う時に適用される法律

  再公営化を選択した都市や国の例
■ゴミ収集サービス ■幅広い公共サービス

オスロ（ノルウェー） バルセロナ（スペイン）

■公営医療 ■浄水及び下水施設

デリー（インド） ハミルトンなど（カナダ）

■水道サービス ■電力

グルノーブル（フランス） ノッテンガムなど（英国）

■電力 ■ガス暖房供給

ハンブルグ（ドイツ） ウ’’ィリニュス（リトアニア）

■郵便サービス ■エネルギ（再生可能）

アルゼンチン カウアイ島（ハワイ）

岸本聡子さん「再公営化という選択　世界の民営化の

失敗から学ぶ」より

参院本会議で報告されたスポーツ施設の民営化後の事例

（2022/12/10）

◎プールで予定されていた市営スイミング教室は未開催で民間

企業の教室が利用料１.８倍で開催

◎教室の職員６６人のうち非正規社員が５７人（８６％）

契約社員の賃金は１５０時間勤務で１８万（時給１２００円）

今
後
も
質
の
高
い

食
事
を
期
待
し
ま
す

【
埼
玉
・
蕨
】

５
月
よ
り
社
員
食
堂
の

価
格
が
、
１
割
程
（
例
：

定
食
Ａ
・
Ｂ
４
４
０
円
↓

４
８
４
円
）
値
上
が
り
し

ま
す
。
こ
こ
最
近
の
物
価

の
高
騰
化
の
流
れ
で
、
原

材
料
の
価
格
の
急
騰
を
考

慮
す
る
と
、
そ
う
せ
ざ
る

を
え
な
い
と
い
う
認
識
で

す
。
そ
れ
で
も
外
で
同
じ

レ
ベ
ル
の
食
事
を
取
る
場

合
と
比
較
す
る
と
格
安
で

す
。
特
に
蕨
地
区
の
食
堂

で
提
供
さ
れ
る
食
事
の
レ

ベ
ル
は
昔
か
ら
高
く
、
長

年
安
く
て
お
い
し
い
昼
食

取
る
こ
と
が
で
き
て
い
た

こ
と
を
改
め
て
実
感
し
て

い
ま
す
。
価
格
は
上
が
り

ま
す
が
、
今
後
も
お
い
し

く
栄
養
価
値
の
高
い
食
事

を
期
待
し
て
い
ま
す
。

「
２
０
２
３
非
正
規
春
闘
」

勇
気
を
出
し
て

声
を
上
げ
改
善
さ
せ
た

【
非
正
規
社
員
】

今
年
初
め
て
取
り
組
ま

れ
た
「
非
正
規
春
闘
」
は

「
だ
れ
で
も
一
人
か
ら
参

加
で
き
、
勤
務
先
の
企
業

と
の
賃
上
げ
交
渉
や
ス
ト

ラ
イ
キ
が
可
能
」
と
い
う
。

個
人
加
盟
労
組
な
ど
全
国

17
の
労
働
組
合
が
36
社
に

対
し
て
申
入
れ
を
行
な
い

９
社
か
ら
賃
金
引
き
上
げ

や
一
時
金
支
給
の
回
答
が

あ
っ
た
。
あ
る
企
業
で
は

１
人
の
パ
ー
ト
従
業
員
の

ス
ト
ラ
イ
キ
か
ら
始
ま
り
、

団
体
交
渉
を
経
て
５
０
０

０
人
い
る
パ
ー
ト
従
業
員

の
時
給
が
平
均
６
％
上
が

る
。
声
を
上
げ
た
こ
と
で

大
き
な
一
歩
を
踏
み
出
し

た
、
こ
の
成
果
は
大
き
い
。

自
由
闊
達
に
意
見
を

言
え
る
職
場
を

【
北
関
東
地
区
】

高
崎
工
場
で
は
、
Ａ
Ｔ

Ｍ
、
プ
リ
ン
タ
ー
、
Ｅ
Ｍ

Ｓ
が
統
合
さ
れ
技
術
部
門

ス
タ
ッ
フ
の
雇
用
不
安
が

伝
え
ら
れ
て
い
る
。
売
上

の
減
少
に
伴
い
コ
ス
ト
削

減
が
求
め
ら
れ
、
富
岡
工

場
で
は
従
業
員
の
子
会
社

へ
の
転
籍
に
続
く
強
引
な

派
遣
切
り
が
行
わ
れ
た
。

リ
ス
ト
ラ
さ
れ
な
い
よ

う
に
自
分
の
雇
用
価
値
を

高
め
な
け
れ
ば
と
雇
用
不

安
の
声
も
あ
る
。
高
崎
の

Ｏ
Ｂ
か
ら
は
「
こ
ん
な

（
売
上
減
少
）
に
な
る
の

は
分
か
っ
て
い
た
の
に
」

と
後
輩
を
心
配
す
る
声
も
。

リ
ス
ク
の
あ
る
海
外
へ
の

進
出
と
目
先
の
利
益
を
追

求
す
る
あ
ま
り
、
長
期
的

な
視
点
で
製
品
開
発
を
怠
っ

て
い
た
の
で
は
な
い
か
。

暮
ら
し
を
豊
か
に
す
る
製

品
を
社
会
に
送
り
出
す
た

め
に
は
、
技
術
者
を
大
事

に
し
、
総
合
的
な
マ
ネ
ー

ジ
メ
ン
ト
と
、
雇
用
不
安

な
く
自
由
闊
達
に
も
の
を

言
え
る
職
場
環
境
が
求
め

ら
れ
る
。

企
業
内
で
の

人
権
問
題
を
告
発

【
電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
】

電
機
大
企
業
は
、
グ
ロ
ー

バ
ル
化
の
中
で
国
際
労
働

基
準
や
法
令
の
遵
守
を
企

業
の
指
針
と
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
職
場
で
は
退
職

勧
奨
（
強
要
）
、
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
な
ど
が
横
行
し
て

い
る
の
が
現
状
で
す
。

３
月
27
日
に
、
全
労
連
・

東
京
地
評
・
電
機
情
報
ユ

ニ
オ
ン
合
同
の
省
庁
（
厚

労
省
・
経
産
省
・
外
務
省
・

法
務
省
）
要
請
行
動
を
行

い
ま
し
た
。
こ
の
要
請
行

動
は
、
毎
年
行
い
９
回
目

と
な
り
ま
す
。

現
職
労
働
者
と
し
て
参

加
し
た
Ａ
さ
ん
は
、
65
才

以
降
の
再
雇
用
拒
否
を
告

発
し
人
権
侵
害
の
救
済
を

求
め
ま
し
た
。
Ｂ
さ
ん
は

週
３
日
勤
務
で
時
給
が
都

の
最
賃
を
強
い
ら
れ
て
い

る
事
を
告
発
、
ど
れ
も
人

権
に
関
わ
る
内
容
で
早
急

な
対
応
が
必
要
で
す
。

★ 企業利益第 一から 「公 共」の 利益 優先の 社会 を★ ２０２３年 ５月 第４１８号

《
沖
電
気
を
考
え
る
》
第
１
７
９
回

続
・
消
防
無
線
談
合
事
件

民営化された自治体の「公共」を取り戻す

賃金＝人件費/従業員・役員数。名目労働生産性＝付加価

値/従業員・役員数。資本金「１０億円以上」の企業を大

企業、「１億円以上１０億円未満」の企業を中堅企業、

「１千万円以上１億円未満」の企業を中小企業としている。

「
公
共
」
の
立
て
直
し

「
公
共
」
を
守
り
、
充
実
さ

せ
、
取
り
戻
す
こ
と
が
必
要

な
の
は
、
医
療
、
保
健
衛
生

を
は
じ
め
、
保
育
、
図
書
館
、

公
園
管
理
、
水
道
、
市
民
課

な
ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
。
日
本

で
も
各
地
で
民
営
化
の
中
止

や
再
公
営
化
の
事
例
が
次
々

と
生
ま
れ
て
い
ま
す
。

再
公
営
化
の
成
功
事
例

世
界
で
８
３
５

民
間
企
業
に
よ
る
不
適
切

な
経
営
や
労
働
者
権
利
の
侵

害
停
止
、
良
質
な
公
共
サ
ー

ビ
ス
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
、

環
境
政
策
な
ど
再
公
営
化
の

様
々
な
動
機
に
よ
る
運
動
は

２
０
０
０
年
以
降
の
17
年
間

で
世
界
４
５
カ
国
の
１
６
０

０
超
都
市
で
行
わ
れ
、
現
在

も
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
例
を

示
し
ま
す
（
Ｂ
）

※
本
稿
は
尾
林
芳
匡
（
弁
護

士
）
さ
ん
の
論
考
を
参
考
に

し
ま
し
た
。
謙

「
公
共
」
よ
り

収
益
優
先
に
矛
盾

日
本
で
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
（
自
治
体

民
営
化
）
が
施
行
さ
れ
た
の
は

99
年
。
公
共
性
を
奪
う
法
改
正

が
繰
り
返
さ
れ
保
育
園
、
病
院
、

図
書
館
、
公
園
・
・
・
あ
ら
ゆ

る
公
共
施
設
の
民
営
化
が
推
進

さ
れ
て
き
ま
し
た
（
下
グ
ラ
フ
）

民
営
化
は
本
質
的
に
企
業
利

益
を
確
保
す
る
と
い
う
構
造
的

な
問
題
が
あ
り
ま
す
。
（
左
図
）

コ
ロ
ナ
禍
で
、
公
立
病
院
や
保

健
所
、
医
師
数
な
ど
減
ら
し
続

け
て
き
た
こ
と
が
、
公
的
な

医
療
と
保
健
衛
生
の
役
割
を

あ
ら
た
め
て
教
え
て
い
ま
す
。

人
的
経
費
削
減

民
営
化
さ
れ
る
と
必
然
的

に
働
き
手
を
非
正
規
雇
用
に

置
き
換
え
て
民
間
事
業
者
が

利
益
確
保
し
て
い
く
。
人
員

削
減
に
よ
る
安
全
管
理
や
公

的
な
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
低
下

も
発
生
し
て
い
ま
す
。
昨
年

国
会
で
取
り
上
げ
ら
れ
た
ス

ポ
ー
ツ
施
設
の
例
を
示
し
ま

す
。
（
左
・
Ａ
）

民営化事業数の推移

（A）

（B）

２０１７年に公正取引委員会は消防救急デ

ジタル無線の入札に関して沖電気、富士通ゼ

ネラル、日本電気、日本無線、日立国際電気

の談合を認定し、総額６３億円の課徴金を課

した。沖電気の違反行為認定は８３件で課徴

金は２億４３８１万円でした。

現在、全国各地の消防組合や自治体から損害

賠償の訴えが起こされて係争中です。

２０２２年１２月１２日までに和解した

沖電気関連の事案を紹介します。

課
徴
金
・
和
解
金
の
合
計

６
億
７
千
万
超

２
２
年
１
２
月
現
在

働き手の７割は

中小企業

中小企業庁の統計に

よると日本の企業数

の９９.7%は中小企

業で従業員数は約３，

２２０万人で全従業

員数の６８.8%(16年）

財務省

法人企業統計


